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2009 年 6 月号 803 頁と 2012 年 10 月号 1590 頁にそれぞれ発表した。
(ケースの概略)
1 日本の東証一部上場会社である信越化学工業 (X) は 2001 年 11 月
27 日に、中国江苏省南通市の江苏中天科技 (Y) と 2011 年に光ファィ




除し、X は 2004 年 4 月 12 日に違約金 15億 2000万円の支払いを求め
て JCAAに仲裁申し立てをした。
JCAA は 2006 年 2 月 23 日に 15億 2000万円を支払えとの仲裁判断
を下した (JCAA 東京［04-05 号］仲裁判断)。Y が支払わないので X
は南通市中級人民法院に仲裁判断の承認執行を求めたが、同法院は
2008 年 4 月 16 日に同仲裁判断には仲裁規則に定める判断の時期を超過
してなされ、かつ判断日を当事者に通知していないという瑕疵があり、
ニューヨーク条約違反としてその承認執行を拒絶した。
2 Xは 2007 年 8 月 22 日に上記と同一事件について、Yに対して別個の
損害金 9億 6000万円の支払いを求めて JCAAに仲裁請求を申し立てた。
JCAA は 2008 年 9 月 8 日に Y に「6億 4000万円を支払え」との仲



























Ｅ 日本商事仲裁協会・東京 07-11 号仲裁判断に関する伺いに対する回答
［2010］民四他字第 32 号 2010 年 6 月 29 日 最高人民法院
江苏省高級人民法院あて：












年 12 月から 2008 年 12 月 31 日まで継続して購入しなければならない
179(134)
とする信越化学の確認請求が棄却された。その理由は 2005 年 7 月以
降は当事者間で信頼関係が破壊され、同年 8月以降も信越化学の損害
が継続するとするのは不公平であるとする点にあった。
信越化学の今回の仲裁請求は、2005 年 8 月から 2008 年 3 月までの
違約金請求とこれとこの期間中に合意により購入すべき金額の請求が


















Ｆ 日本商事仲裁協会・東京 07-11 号仲裁判断を承認しないことに関する













申 請 人 (X)：信越化学工業株式会社 (住所：日本東京都千代田区












2001 年 11 月 27 日、X と Y は「長期販売および購入の合意」(以
下、「長期合意」と略称) を締結し、つぎのとおり約定した。




( 2 ) もし Yが当月中に所定の購入量に達しなかったら X の承認の
うえ、減少量 1グラム当たり 40 日本円を Xに支払う (合意書 4
181(132)
条)。
( 3 ) 本契約には、日本法を適用する。
( 4 ) 本合意に関して紛争が発生したときは、日本商事仲裁協会の規
則と手続にもとづいて東京で仲裁を行う。仲裁判断は最終的であ
り、双方を拘束する。
2003 年 10 月 9 日に Xと Yは合意により契約期間を 2004 年 1 月 1
日から 2008 年 12 月 31 日の 5年間に改訂した。
ところがこの間にアメリカ、日本、韓国の光ファイバーメーカーが
中国で大量にダンピング攻勢をしたので国内市場は 2003 年平均価格
1グラム 119元が 2004 年には 100元に下がった。2003 年 5 月 7 日に
中国商務部に対して「長飛光ファイバーケーブル有限公司」と「江苏
法尓勝光子有限公司」が国内同業者を代表して正式にダンピング調査
を申請し、商務部は 2003 年第 24 号公告を発し、2003 年 7 月 1 日か
ら原産国がアメリカ、日本、韓国から輸入された光ファイバーについ
てダンピングの調査を開始し、調査期間を 2002 年 4 月 1 日から 2003
年 3 月 31 日までとした。商務部は調査の結果、2004 年第 28 号を
もって上記 3 国からの輸入に対してダンピング課税をすると決定し、




コストは 2003 年と 2004 年はそれぞれ 1 g当たり 175.46元と 167.47
元となる。完成品の市場価格が大きく変動したので、Yは Xに 2003
年 11 月 20 日に書簡で「価格を改正したいと申し入れ、もし容れなけ




1 2004 年 4 月 12 日、X は Y に対して日本商事仲裁協会に仲裁を申
182 (131)
し立てた。仲裁の最終請求は次のとおりである。
( 1 ) Y は X に 15 億 2000 万円 (計算期間は 2004 年 1 月から 2005
年 7 月まで) およびこれに対する 6 %の遅延損害金 (仲裁申立
の日から完済まで) を支払え。
( 2 ) 前項の請求が認められないときは、Y は 26億 2500万円およ
びこれに対する本仲裁申立の日である 2004 年 4 月 12 日から支払
済まで年 6 %の割合による遅延損害金を支払え。
( 3 ) X と Y が締結した「長期合意」は、2004 年 1 月から 2008 年
12 月 31 日までの期間はその条文にもとづく履行請求ができるこ
と〔依其条款可執行〕の確認。
上記請求のうち (1) は、1グラム 40 日本円の割合による違約金の










( 1 ) 2003 年に長期合意を改正し、有効期間を 2004 年 1 月 1 日から
2008 年 12 月 31 日までとした。




( 3 ) しかし実際にはもはや「長期合意」を維持継続する前提条件が
失われていることが明らかである。
183(130)
( 4 ) X と Y は、本仲裁の審理中および結審後も新しい条件による
合意を継続することができず、双方はここにおいて相互の信頼関
係を失った。
( 5 ) ｢長期合意」には双方の信頼関係の継続が不可欠の要素であり、
交渉が失敗に終わった時点で信頼関係は破壊され、本仲裁結審
(すなわち 2005 年 7 月 31 日) に至るも信頼関係は回復しない。





( 1 ) Y は LTA (2003 年改正「長期合意」) にもとづき約定した一
定数量を購入すべき義務を履行しない。
( 2 ) 仲裁廷は、LTA における Y の義務不履行により、X が 2004
年 1 月から 2005 年 7 月までに受けた損害の請求は理由があると
認める。
( 3 ) LTAが規定する義務をYが履行しない場合にXが受ける損害
額について、Xは直接的な証拠を提出していない。






( 5 ) もし 1グラム 40円として計算すると、X は 2004 年 1 月から
2005 年 7 月まで 15億 2000万円の損害賠償額を獲得することに
なる。




( 1 ) Y は X に対して 15億 2000万円およびこれに対する本仲裁受
理の日 (2004 年 4 月 12 日) から完済まで年 6 %の割合による遅
延損害金を支払え。
( 2 ) 本仲裁にかかった仲裁費用の全部および双方が負担した費用は、
別紙計算表のとおり。
( 3 ) Y は Xに仲裁費用として 3,173,283円を支払え。








X は 2007 年 8 月 22 日に「長期合意」にもとづき再度 Y に対して
JCAAに次の仲裁請求を申し立てた。
( 1 ) Y は X に対して 2005 年 8 月から 2006 年 7 月までの合意期間
中にYの違約によって生じた損害として 1グラム当たり 40 日本
円総額 9億 6000万円を支払え。




Yは同年 9月 18 日に JCAAに管轄異議書を提出した。
管轄異議によると、すでに Xと Yの「長期合意」にもとづいて出
された 04-05 号仲裁判断が存在し、このなかで双方の信頼関係は
2005 年 7 月以後は喪失し、その日以降の損害賠償は公平を欠くとし
185(128)










2008 年 1 月 28 日に「手続指令書」と「手続スケジュール表」を双方
に交付した。
手続スケジュール表によると、第一回目の書面陳述、証人尋問の請
求、第二回書面陳述の各時間が配列され、第一回開廷は 2008 年 4 月






仲裁協会は同年 3 月 24 日に双方に「仲裁廷の要請により、当協会









( 1 ) Y は Xに対して 2005 年 8 月から 2008 年 3 月まで「長期合意」
の期間において Y が違約したことにもとづく損害賠償 25 億
6000万円およびこれに対する仲裁請求変更の申請日である 2008
年 3 月 28 日から支払い済みまで年 6 %の割合による遅延損害金
を支払え。
( 2 ) 前項が認められない場合は、予備的請求として Y は X に 40
億 9500 万円およびこれに対する仲裁請求変更の申請日である
2008 年 3 月 28 日から支払い済みまで年 6 %の割合による遅延損
害金を支払え。
首席仲裁人は、同年 3 月 29 日に仲裁請求の変更申請があったこと
を Y に通知し、同時に「仲裁廷は、仲裁請求変更の許否を第一回開
廷日に決定する。Y は 4 月 1 日までに仲裁請求の変更および仲裁人
がした 3 月 28 日付けの開廷時間割 (案) について意見を述べてくだ














第一回仲裁は、2008 年 4 月 10 日に開廷された。

















Yはすでに仲裁協会が 3 月 24 日に中国語、英語、日本語に精通し

































前回で請求が棄却された「双方が合意した長期合意が 2004 年 1 月




裁判断書は「注意すべきは、中国南通市中級人民法院が 2008 年 3 月
24 日に 04-05 号仲裁判断が仲裁規則 53条 1項に違反したことを理由
に同仲裁判断の承認を拒絶した」と述べ、併せて本仲裁判断書の脚注
でわざわざ仲裁規則 53条の内容と仲裁廷のコメントを載せた。この





































(2005 年 8 月 1 日〜2008 年 3 月 31 日) に生じた損害をYの債務不履
行によるものとしてとして賠償を求めるのは公正かつ合理的である。
よって Yは Xに上記期間に実際に生じた損害の賠償として 6.4億円




















を認めるのは公正ではない」と指摘し、その結果として 2004 年 12 月
191(122)
〜2005 年 7 月の期間内の賠償請求だけを合理的な仲裁請求として認
定した。
このように 04-05 号仲裁判断が発効した以上、Xはふたたび Y の
債務不履行による賠償請求を仲裁請求したことおよび本仲裁判断が









( 2 ) 仲裁判断の既判力は、絶対的ではない。04-05 号仲裁判断は、
中国法院で承認が得られず中国では既判力が喪失したかから、当
事者は再度仲裁請求ができる。




( 4 ) 既判力の問題は実体上の問題であるから、ニューヨーク条約の
審査範囲には属さない。
Yの再抗弁：
( 1 ) 04-05 号仲裁判断が中国法院で承認されなかったことは、その
他の国で既判力が喪失したことにならない。
























































協会事務局は 2008 年 3 月 24 日に証人尋問のために英語、中国語、
日本語ができる両名の通訳を準備すると双方に通知してきたので、Y
は翌日に文書で事務局あて中国語で尋問をしたいので通訳をお願いす
るという要求をした。首席仲裁人は 2008 年 4 月 4 日に双方に文書で






Y は予め明確に文書で中国語で陳述すること、時間は 3 時間かかり





















されていなかった。しかるに X は手続指令が実施された 2ヶ月後に
突然に仲裁請求の変更申請をした、これは手続指令とスケジュール表
と衝突する (ママ)。








が X の変更請求に対する答弁期間は 3週間なければならないのに、
仲裁廷は 4 月 10 日の尋問日のときにこの変更申請を許可したのであ
るから、Xは充分な答弁ができなかったのである。
Xの反駁：








年 5 月 30 日と 6月 13 日に尋問後の簡略書面 (第三回陳述書) と













3週間は、答弁者に与えられた答弁の期間である。Y は 2008 年 4

















( 1 ) 原中国法院は 04-05 号仲裁判断に対して、仲裁規則 53条 1項
と 12条 2項を引用した、しかるに本仲裁判断は、53条 1項だけ
しか指摘していない。

















( 3 ) 07-11 号仲裁判断は、04-05 号仲裁判断が中国法院において承
認執行されなかったことを理由に、衡平原則にもとづき、本仲裁
においては 04-05 号仲裁判断の既判力の範囲を“厳格に狭く”解









































損害に関してそれぞれ論述を進め、「2005 年 7 月末以降は双方には信
頼関係は失われたと見るべきであるから、X がその後においても X
が継続して受けたる損害の賠償を請求することを認めるのは公正では







本案 07-11 号事件の仲裁廷も「X が請求するその他の賠償請求は
根拠がないのでこれを棄却する」という項目が既判力を有することを
認めているのであるから、その既判力は Xが当該合意にもとづいて
2004 年 1 月から 2008 年 12 月 31 日まで履行請求できる仲裁権利も含














































fair である。19 世紀の 70 年代イギリスの司法改革以降、「衡平法」
は独立した法律原則ではないが、公平合理の原則はイギリスと英米法
系の国家と地区の法律にかなりの影響を与えた (タニソン《法律の正































































































なぜなら 4 月 4,5,6 日の三日間は中国では法定の休日であり、Yが







































仲裁廷は、2008 年 3 月 28 日に X の仲裁請求変更の申請書を Yに
送達したが、Yがその変更に同意しない状況下で〔在 Y反対同意変

















































た) 仲裁規則 12条 2項を引用していない。
次に、上記のような根拠について不完全な引用に加えて、仲裁判断
































1項 dならびに同条 2項 bの各事由に該当すると認められ、本仲裁判
断は承認すべきではないと思料する。
















に 2004 年 4 月 12 日に日本商事仲裁協会に仲裁を申し立て、04-05 号






すなわち 04-05 号仲裁判断は、すでに X が「長期合意」によって







意」中の 2004 年 1 月〜2008 年 12 月 31 日までに履行請求できる権利










Yに Xによる仲裁請求変更の申請があったことを通知してから Y に
は規則により 3週間の答弁期間がある。この権利は奪われてはならな
い。X は仲裁廷に 2008 年 3 月 28 日に仲裁請求変更の申請をし、仲
裁廷は翌日に変更申請があったこと Yに通知した。しかし仲裁廷は
4 年 10 月の開廷尋問の期日に Xの仲裁請求変更を許可すると決定し、
Y に 3週間の答弁期間を与えなかった、これは仲裁規則の規定に違
反する。







































を害する事由というべく、ニューヨーク条約 5 条 1 項 b に該当し、
本仲裁判断は承認を拒絶すべきである。
よって、最高法院「人民法院が渉外・外国仲裁判断を処理すること
に関する問題についての通知」第 2条の規定にもとづいて、最高法院
に報告し、指令を仰ぐ次第である。
212 (101)
